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１． 17 年 9 月中間期の業績（平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日） 
(1) 経営成績                                 （百万円未満切捨） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

百万円   ％ 
      13,255      △3.2 
      13,693      △4.3 

百万円   ％ 
         230        － 
         △99        － 

百万円   ％ 
         230         － 
         △48         － 

17 年 3 月期       26,589                 △342         △240        
 
 

中間（当期）純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

百万円  ％ 
        △8,766    － 
          △369    － 

円  銭 
              △582    57 
               △35    54 

17 年 3 月期           △903                     △87    24 
(注)①期中平均株式数(普通株式)17年 9月中間期15,078,372 株 16 年 9月中間期10,385,340 株 17 年 3 月期 10,358,077 株

(優先株式)17年 9月中間期3,885,245 株 16 年 9月中間期         －株  17年 3月期        －株 

     ②会計処理の方法の変更   有 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2)配当状況 
 1 株当たり中間配当金 1 株当たり年間配当金 
 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

円  銭 
              0  00 
                 5    00 

円  銭 
- 
- 

17年 3月期 -                 5    00 

 
(3) 財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

百万円 
        15,106 
        20,569 

百万円 
        2,170 
        7,483 

％ 
             14.4 
             36.4 

円   銭 
        17      39 
       724      33 

17 年 3 月期         20,061         6,921              34.5        670      06 
(注)①期末発行済株式数(普通株式)17 年 9月中間期21,329,234 株 16 年 9月中間期10,330,921 株 17 年 3月期10,330,246 株 

           (優先株式)17年 9月中間期 9,000,000 株 16 年 9月中間期         －株 17 年 3月期        －株 

②期末自己株式数      17 年 9月中間期   132,962 株 16 年 9月中間期   131,275 株 17 年 3月期   131,950 株 

 
２．18 年 3 月期の業績予想（平成 17 年 4 月 1日～平成 18 年 3 月 31 日） 

1 株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  
 
通   期 

百万円 
24,320 

百万円 
444 

百万円 
△8,592 

円  銭 
0  00 

円  銭 
0  00 

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期）  △401 円 15 銭 

 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要

因によって予想数値と異なる可能性があります。 
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６．個別中間財務諸表等 

 

１．中間貸借対照表                                      （単位：百万円） 

前中間会計期間末 

（平成１６年９月３０日現在） 

当中間会計期間末 

（平成１７年９月３０日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成１７年３月３１日現在） 
期   別 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

 

（ 資 産 の 部 ）             

Ⅰ．流 動 資 産         

 １．現 金 及 び 預 金         

 ２．売 掛 金         

 ３．有 価 証 券         

 ４．た な 卸 資 産         

 ５．繰 延 税 金 資 産 

 ６．そ の 他         

 ７．貸 倒 引 当 金         

 

 

 

１，９９８ 

１８０ 

１４ 

２０２ 

３３ 

６０６ 

△４１ 

％  

 

 

３，３８０ 

１６６ 

１５ 

１７４ 

－ 

４６８ 

△３５ 

％  

 

 

１，７１７ 

２５０ 

４ 

２８３ 

３８ 

４４９ 

△３４ 

％ 

流 動 資 産 合 計             

 

Ⅱ．固 定 資 産         

 １．有 形 固 定 資 産         

 （１）建 物        

 （２）構 築 物        

（３）土 地        

（４）そ の 他        

２，９９３ 

 

 

 

７，８０６ 

１，３１８ 

１，３０５ 

９０１ 

１４．６ ４，１６９ 

 

 

 

３，８６０ 

５９５ 

７５２ 

２２２ 

２７．６ ２，７０９ 

 

 

 

８，０１６ 

１，２６９ 

１，３０５ 

５６７ 

１３．５ 

 有 形 固定資産合計           

 ２．無 形 固 定 資 産         

 ３．投資その他の資産 

 （１）投資有価証券        

 （２）敷 金 保 証 金        

 （３）繰延税金資産        

 （４）そ の 他        

 （５）貸 倒 引 当 金        

１１，３３１ 

２８６ 

 

１，０３１ 

４，０８８ 

６５ 

９７９ 

△２０７ 

５５．１ 

１．４ 

５，４３０ 

１４３ 

 

９９７ 

４，００１ 

－ 

８８４ 

△５３６ 

３６．０ 

０．９ 

１１，１５９ 

２７７ 

 

１，０２５ 

４，２０７ 

－ 

１，０７８ 

△３９７ 

５５．６ 

１．４ 

 投資その他の資産合計 ５，９５７ ２８．９ ５，３４７ ３５．４ ５，９１４ ２９．５ 

固 定 資 産 合 計             

 

Ⅲ．繰 延 資 産 

１．社 債 発 行 費 

１７，５７５ 

 

 

－ 

８５．４ 

 

 

 

１０，９２１ 

 

 

１５ 

７２．３ 

 

 

 

１７，３５１ 

 

 

－ 

８６．５ 

 

 

 

繰 延 資 産 合 計 － － １５ ０．１ － － 

資 産 合 計             ２０，５６９ １００．０ １５，１０６ １００．０ ２０，０６１ １００．０ 
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                                              （単位：百万円） 

前中間会計期間末 

（平成１６年９月３０日現在） 

当中間会計期間末 

（平成１７年９月３０日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成１７年３月３１日現在） 
期   別 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

 

（ 負 債 の 部 ）             

Ⅰ．流 動 負 債         

 １．買 掛 金         

 ２．１年内償還予定の社債 

 ３．短 期 借 入 金         

 ４．１年内返済予定の長期借入金 

 ５．未 払 金 

６．未 払 法 人 税 等         

 ７．未 払 消 費 税 等         

 ８．賞 与 引 当 金         

 ９．ポイント引当金 

１０．そ の 他         

 

 

 

８７９ 

２４０ 

３００ 

２，８２８ 

－ 

３９ 

３４ 

３９ 

－ 

１，１８６ 

％  

 

 

８６９ 

２４０ 

－ 

２，４５８ 

１，８６２ 

４２ 

３６ 

３５ 

３５１ 

２６３ 

％  

 

 

９７２ 

２４０ 

８００ 

２，９２１ 

９８０ 

６３ 

１ 

３２ 

－ 

３１６ 

％ 

流 動 負 債 合 計             

Ⅱ．固 定 負 債         

 １．社 債         

 ２．転換社債型新株引受権付社債 

 ３．長 期 借 入 金         

 ４．退職給付引当金         

 ５．役員退職慰労引当金 

 ６．債務保証損失引当金 

 ７．そ の 他         

５，５４８ 

 

７８０ 

－ 

５，９７４ 

１２２ 

８１ 

１０８ 

４７１ 

２７．０ ６，１５９ 

 

５４０ 

１，１００ 

３，６８２ 

１２０ 

１５ 

１６２ 

１，１５４ 

４０．８ ６，３２８ 

 

６６０ 

－ 

５，３６７ 

１２７ 

８５ 

１３９ 

４３０ 

３１．５ 

固 定 負 債 合 計             ７，５３８ ３６．６ ６，７７６ ４４．８ ６，８１０ ３４．０ 

負 債 合 計             １３，０８６ ６３．６ １２，９３５ ８５．６ １３，１３９ ６５．５ 

（ 資 本 の 部 ）             

Ⅰ．資 本 金         

Ⅱ．資 本 剰 余 金         

 １．資 本 準 備 金         

 

２，３５３ 

 

２，５４９ 

 

１１．４ 

 

４，３５３ 

 

４，５４９ 

 

２８．８ 

 

２，３５３ 

 

２，５４９ 

 

１１．７ 

資 本 剰 余 金 合 計             

Ⅲ．利 益 剰 余 金         

 １．利 益 準 備 金         

 ２．任 意 積 立 金         

 ３．中間(当期)未処理損失 

２，５４９ 

 

１６２ 

２，６５０ 

△１８９ 

１２．４ ４，５４９ 

 

１６２ 

－ 

△６，８８９ 

３０．１ ２，５４９ 

 

１６２ 

２，６５０ 

△７７５ 

１２．７ 

利 益 剰 余 金 合 計             

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 

Ⅴ．自 己 株 式         

２，６２２ 

１３３ 

△１７５ 

１２．８ 

０．７ 

△０．９ 

△６，７２７ 

１７２ 

△１７６ 

△４４．５ 

１．２ 

△１．２ 

２，０３６ 

１５８ 

△１７５ 

１０．２ 

０．８ 

△０．９ 

資 本 合 計             ７，４８３ ３６．４ ２，１７０ １４．４ ６，９２１ ３４．５ 

負 債 及 び 資 本 合 計 ２０，５６９ １００．０ １５，１０６ １００．０ ２０，０６１ １００．０ 
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２．中間損益計算書                                     （単位：百万円） 

前中間会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

当中間会計期間 

平成１７年４月 １日から 

平成１７年９月３０日まで 

前事業年度の要約損益計算書 

平成１６年４月 １日から 

平成１７年３月３１日まで 

 

期   別 

 

 

科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比 

 

Ⅰ．売 上 高         

Ⅱ．売 上 原 価         

 

１３，６９３ 

５，５７０ 

％ 

１００．０ 

４０．７ 

 

１３，２５５ 

５，４４１ 

％ 

１００．０ 

４１．０ 

 

２６，５８９ 

１０，８４１ 

％ 

１００．０ 

４０．８ 

 売 上 総 利 益           

 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 

８，１２２ 

 

８，２２２ 

５９．３ 

 

６０．０ 

７，８１４ 

 

７，５８３ 

５９．０ 

 

５７．３ 

１５，７４８ 

 

１６，０９０ 

５９．２ 

 

６０．５ 

 営業利益又は営業損失(△) 

 

Ⅳ．営 業 外 収 益         

Ⅴ．営 業 外 費 用         

△９９ 

 

２５２ 

２０１ 

△０．７ 

 

１．８ 

１．５ 

２３０ 

 

２２０ 

２１９ 

１．７ 

 

１．７ 

１．７ 

△３４２ 

 

４８４ 

３８２ 

△１．３ 

 

１．８ 

１．４ 

 経常利益又は経常損失(△) 

 

Ⅵ．特 別 利 益         

Ⅶ．特 別 損 失         

△４８ 

 

０ 

２６２ 

△０．４ 

 

０．０ 

１．９ 

２３０ 

 

４５ 

８，８９４ 

１．７ 

 

０．４ 

６７．１ 

△２４０ 

 

７３ 

５９３ 

△０．９ 

 

０．３ 

２．３ 

税引前中間(当期)純損失 

 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額           

△３１０ 

 

２１ 

３６ 

△２．３ 

 

０．１ 

０．３ 

△８，６１８ 

 

２１ 

１２６ 

△６５．０ 

 

０．２ 

０．９ 

△７６１ 

 

４４ 

９７ 

△２．９ 

 

０．２ 

０．３ 

中 間 (当 期 )純 損 失 

 

前 期 繰 越 利 益           

合併引継未処分利益 

中 間 配 当 額           

△３６９ 

 

１７９ 

－ 

－ 

△２．７ △８，７６６ 

 

１，８７４ 

１ 

－ 

△６６．１ △９０３ 

 

１７９ 

－ 

５１ 

△３．４ 

 

中間(当期)未処理損失 △１８９  △６，８８９  △７７５  
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３．中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 （１）資産の評価基準及び評価方法 

   ①有価証券 

     満 期 保 有 目 的 の 債 券                償却原価法（定額法）を採用しております。 

     子会社株式及び関連会社株式   移動平均法による原価法を採用しております。 

     そ の 他 有 価 証 券              

      時 価 の あ る も の               中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

      時 価 の な い も の               移動平均法による原価法を採用しております。 

 

   ②たな卸資産 

     商品・原材料・貯蔵品   最終仕入原価法を採用しております。 

 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産   定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。 

             なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

              建 物         １０～３４年 

              構 築 物         １０～２０年 

              器具及び備品    ３～１０年 

   ②無形固定資産   定額法を採用しております。 

             なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

   ③長期前払費用   定額法を採用しております。 

 

 （３）引当金の計上基準 

   ①貸 倒 引 当 金            売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

   ②賞 与 引 当 金            従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給実績を基に、当中間会計期間分を計上して

おります。 

    

      ③ポ イ ン ト 引 当 金   ポイントカードにより顧客に付与したポイントの使用による費用負担に備えるため、当

中間会計期間末において、将来使用されると見込まれるポイントに対する所要額を計上

しております。 

                (会計処理方法の変更) 

                ポイントカードにより顧客に付与したポイントの使用の会計処理は、従来、ポイント使

用時にポイントを景品に交換された場合には当該原価を販売促進費、ポイントをお食事

優待券に交換された場合には、お食事に利用された時点で当該金額を売上高に計上する

とともに、同額を販売促進費として処理しておりましたが、当中間会計期間においてポ

イント残高を中間会計期間末において把握する体制が整ったことにより、将来使用され

ると見込まれる金額の合理的な見積もりが可能となったため、ポイント引当金を計上す

ることとなりました。また、この変更に伴って、景品の交換にかかる原価を販売費及び

一般管理費の区分から売上原価の区分に計上するとともに、お食事優待券の利用時点で

の売上高と販売促進費の計上を取り止めることといたしました。 

                この結果、従来の方法と同一の方法によった場合と比べ、売上高は９百万円、売上総利

益は２３百万円それぞれ少なく計上され、営業利益及び経常利益は１５百万円少なく計

上され、税引前中間純損失は３５１百万円多く計上されております。 

④退 職 給 付 引 当 金            従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

                数理計算上の差異は、翌事業年度に一括処理することとしております。 

   ⑤役員退職慰労引当金   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しており

ます。 

   ⑥債務保証損失引当金   債務保証に係る損失に備えるため、保証先の財政状態の実情を勘案し、損失負担見積額

を計上しております。 

       

 

 （４）リース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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 （５）ヘッジ会計の方法 

   ①ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しております。 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象   ヘッジ手段……金利スワップ    ヘッジ対象……借入金 

   ③ヘ ッ ジ 方 針              金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

   ④有 効 性 評 価 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略しており

ます。 

 

 （６）その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

      消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

会計処理方法の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計の基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成１５年１０月３１日企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。 

これにより税引前中間純損失が７，４６８百万円増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 

 

（社債発行費） 

従来、社債発行費は支出時に全額費用として処理しておりましたが、当下期に当社が株式会社コロワイドの連結

グループに加わったことを契機に、当社の会計処理方法の見直しを行った結果、連結グループ会社の会計処理の

統一を図るため、当中間会計期間より３年間で均等償却することにいたしました。 

この結果、従来の方法と同一の方法によった場合と比べ、経常利益は１５百万円多く計上され、税引前中間純損

失は同額少なく計上されております。 

 

（投資有価証券売却損益） 

従来、投資有価証券売却損益は特別利益又は特別損失の区分において処理しておりましたが、当下期に当社が株

式会社コロワイドの連結グループに加わったことを契機に、当社の会計処理方法の見直しを行った結果、連結グ

ループ会社の会計処理の統一を図るため、当中間会計期間より営業外収益又は営業外費用の区分において処理す

ることにいたしました。 

この結果、従来の方法と同一の方法によった場合と比べ、経常利益は１７百万円多く計上されておりますが、税

引前中間純損失に与える影響はありません。 

 

 

表示方法の変更 

（中間貸借対照表） 

「未払金」は、前中間会計期間末は、流動負債の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末

において資産の総額の１００分の５を超えたため区分掲記いたしました。 

なお、前中間会計期間末の「未払金」の金額は、８８６百万円であります。 
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注 記 事 項 

 （中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成１６年９月３０日現在） 

当中間会計期間末 

（平成１７年９月３０日現在） 

前事業年度末 

（平成１７年３月３１日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ９，４８０百万円 

 

２．担保に供している資産 

  建 物          ７８百万円 

  土 地         ９５９百万円 

  投資有価証券   ４７１百万円 

     計   １，５０９百万円 

 上記資産は下記の債務の担保に供し

ております。 

  長期借入金  １，２０６百万円 

  （１年内返済予定分を含む） 

  

  有 価 証 券          １４百万円 

  投資有価証券    １５百万円 

     計      ３０百万円 

 上記を前払式証票の規制等に関する

法律に基づき供託しております。 

 

３．偶発債務 

１４２百万円 

 

４．消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺し、流動負債に未払消費税等

として表示しております。 

 

５．     －       

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ４，２１２百万円 

 

２．担保に供している資産 

  建 物          １６百万円 

  土 地         ５９５百万円 

  投資有価証券   ３５３百万円 

     計     ９６５百万円 

 上記資産は下記の債務の担保に供し

ております。 

  長期借入金  １，１０６百万円 

  （１年内返済予定分を含む） 

 

  有 価 証 券          １５百万円 

  投資有価証券    １５百万円 

     計      ３０百万円 

 上記を前払式証票の規制等に関する

法律に基づき供託しております。 

 

３．偶発債務 

            ４４百万円 

 

４．消費税等の取扱い 

 

同    左 

 

 

５.当中間会計期間中の発行株式数の増加 

 （普通株式） 

発 行 形 態 第三者割当による新株

式の発行 

発行年月日 平成１７年７月１４日 

発行株式数 １１，０００，０００株 

発 行 価 格 １株につき２００円 

資本組入額 １株につき１００円 

（優先株式） 

発 行 形 態 第三者割当による新株

式の発行 

発行年月日 平成１７年７月１４日 

発行株式数 ９，０００，０００株 

発 行 価 格 １株につき２００円 

資本組入額 １株につき１００円  

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

        １０，１０９百万円 

 

２．担保に供している資産 

  建 物          ７３百万円 

  土 地         ９５９百万円 

  投資有価証券   ３３７百万円 

     計   １，３６９百万円 

 上記資産は下記の債務の担保に供し

ております。 

  長期借入金  １，１５１百万円 

  （１年内返済予定分を含む） 

 

  有 価 証 券           ４百万円 

  投資有価証券    ３０百万円 

     計      ３５百万円 

 上記を前払式証票の規制等に関する

法律に基づき供託しております。 

 

３．偶発債務 

            ８７百万円 

  

４．     －        

 

 

 

 

５．     － 
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 （中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

当中間会計期間 

平成１７年４月 １日から 

平成１７年９月３０日まで 

前事業年度 

平成１６年４月 １日から 

平成１７年３月３１日まで 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  受 取 利 息          １６百万円 

  手 数 料 収 入          ４９百万円 

  不動産賃貸収入  １４９百万円 

 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  支 払 利 息          ５９百万円 

  社 債 利 息           ２百万円 

  不動産賃貸原価  １２５百万円 

 

３．     － 

 

 

４．特別損失のうち主要なもの 

  建 物 除 却 損  １４９百万円 

       

 

５．減価償却実施額 

  有形固定資産  ６５４百万円 

  無形固定資産   ３５百万円 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  受 取 利 息          １５百万円 

  手 数 料 収 入          ４１百万円 

  不動産賃貸収入  １１２百万円 

 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  支 払 利 息          ５６百万円 

  社 債 利 息           ６百万円 

  不動産賃貸原価   ９０百万円 

 

３．特別利益のうち主要なもの 

  役員退職慰労引当金戻入額   ３１百万円 

 

４．特別損失のうち主要なもの 

  減 損 損 失７，４６８百万円 

  (注) 

 

５．減価償却実施額 

  有形固定資産  ２９１百万円 

  無形固定資産   １１百万円 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  受 取 利 息          ３４百万円 

  手 数 料 収 入          ９９百万円 

  不動産賃貸収入  ２８８百万円 

 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  支 払 利 息         １１８百万円 

  社 債 利 息           ５百万円 

  不動産賃貸原価  ２３９百万円 

 

３．特別利益のうち主要なもの 

  投資有価証券売却益   ７２百万円 

 

４．特別損失のうち主要なもの 

  建 物 除 却 損  １８２百万円 

  貸倒引当金繰入額  ２２９百万円 

 

５．減価償却実施額 

  有形固定資産１，３３６百万円 

  無形固定資産   ７１百万円 

 

 （注）当中間会計期間において、当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。 

用途 

場所 
種別 

減損損失 

（百万円） 

建 物 3,749 

構 築 物 587 

土 地 334 

そ の 他 373 

リ ース資産 1,193 

直営店舗 

愛知県３９店舗 

岐阜県２２店舗 

静岡県 ９店舗 

東京都 ９店舗 

その他３７店舗 計 6,238 

建 物 636 

構 築 物 120 

土 地 192 

そ の 他 34 

リ ース資産 245 

遊休資産他 

愛知県他 

計 1,230 

合   計 7,468 

 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、直営店舗を基本単位とした資産のグルーピングを行っており

ます。また、遊休資産他については、当該資産単独で資産のグルーピングを行っております。 

上記のうち、直営店舗については営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループの帳簿価額を回収可

能額まで減額し、遊休資産他については市場価格が帳簿価額より著しく下落している資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額７，４６８百万円を減損損失として特別損失に計上しており、その内訳は上表のとおり

であります。 

また、資産グループ毎の回収可能価額は使用価値と正味売却可能価額を使用し、直営店舗については使用価値、遊休資

産他については正味売却価額により測定しております。なお、使用価値は将来キャッシュ・フローを資本コストの 2.1％

で割り引いて算定し、正味売却価額は固定資産税評価額を基本に算定しております。 

 

（有価証券関係） 

   前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

 



平成１８年３月期 中間決算発表 個別（参考資料） 

平成 17 年 11 月 18 日 

株式会社アトム 

１．経営成績 対前年中間期増減率 
 

売 上 高 132 億 55 百万円 △3.2％ （減収） 

営 業 利 益   2 億 30 百万円 －％ （増益） 

経 常 利 益 2 億 30 百万円 －％ （増益） 

中 間 純 利 益 △87 億 66 百万円 －％ （減益） 

２．配当状況    

中 間 0 円 00 銭   

期 末 ( 予 想 ) 0 円 00 銭   

年 間 ( 予 想 ) 0 円 00 銭   

３．財政状態    

総 資 産 151 億 06 百万円   

株 主 資 本 21 億 70 百万円   

株 主 資 本 比 率 14.4％   

１株当たり株主資本 17 円 39 銭   

４．通期の業績予想  対前期増減率  

通 期 売 上 高 243 億 20 百万円 △8.5％  

 営 業 利 益 4 億 33 百万円 －％  

 経 常 利 益 4 億 44 百万円 －％  

 当期純利益 △85 億 92 百万円 －％  

５．部門別販売実績 対前年中間期増減率 構成比  

す し 部 門 56 億 98 百万円 6.8％ 43.0％  

レストラン部門 72 億 99 百万円 △7.3％ 55.1％  

食 材 部 門 1 億 87 百万円 △51.2％ 1.4％  

そ の 他 69 百万円 △30.1％ 0.5％  

 合  計 132 億 55 百万円 △3.2％ 100.0％   

６．過去５年間の経営成績   (単位：百万円) 

  
17 年 9 月 

中 間 期 

16 年 9 月 

中 間 期 

15 年 9 月 

中 間 期 

14 年 9 月 

中 間 期 

13 年 9 月 

中 間 期 

 売 上 高 13,255 13,693 14,304 12,583 13,019 

 営 業 利 益 230 △99 354 189 358 

 経 常 利 益 230 △48 381 283 458 

 中間純利益 △8,766 △369 167 90 232 

 (注)過去最高金額 売 上 高 14,304 百万円 （平成 15 年 9 月中間期）  

  営 業 利 益 478 百万円 （平成 10 年 9 月中間期）  

  経 常 利 益 572 百万円 （平成 12 年 9 月中間期）  

  中間純利益 236 百万円 （平成 12 年 9 月中間期）  

 


